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はじめに
　社会福祉基礎構造改革に伴う2000年の社会福祉法の成
立，また，公的介護保険の創設等の一連のながれの中
で，今や福祉領域の中心的キーワードとして「地域福
祉」が謳われている．
　社会福祉法においても「地域における社会福祉」いわ
ゆる｢地域福祉｣が法律上明文化され，同法第４条におい
て「地域福祉の推進」が規定された．
　そのなかで，社会福祉協議会（以下，「社協」とい
う）１の果たす役割にますます期待がかけられている．
社協は，法的に社会福祉法第109条において，「地域福
祉の推進を図ることを目的とする団体」と規定されてい
る．また，対応するレベルによって市区町村社協，都道
府県社協，政令指定都市社協，全社協がそれぞれ設けら
れ，社協は全国的なネットワーク組織として，ますます
地域福祉の向上に期待されているところである．
　一方，住民の立場からみると「社協の活動が見えてこ
ない」，「役所（役場）の部署のひとつだと思ってい
た」といわれるように，現実的に社協活動が住民や地域
にとってどのように貢献しているのかが不明瞭である．
　いみじくも，星野芳昭（2001）は組織の体質を，①問
題の放置・隠蔽，②前例主義で新たな取り組みに抵抗，
③横並び主義で工夫しない，④工夫し成功体験を積む，
⑤不断の改善と改革継続，の５段階に分類して説明して
いる２．現在の社協という組織はどの水準にたっている
のであろうか．
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要約：本研究は，社会福祉協議会における「住民主体」を活動原則とする地域福祉活動を展開していくた
めのひとつの視点として筆者は「評価」に着目している．
　「地域福祉を推進する団体」として位置づけられた社会福祉協議会は，現状では地域福祉活動の成果を図
る共通した尺度が存在していないという大きな課題を抱えている．
　そこで，まずNPOについて概念整理を行い，社協は①広義のNPOに属しており，②行政管理度が高い，
組織であると位置づけた．
　次に，NPOにおける評価の先行研究をレビューし，その評価の特徴である社会的使命（ミッション）に
着目し，ミッション達成に関する評価の視点としてインプット，アウトプット，アウトカム，それらをつ
なぐプロセスに整理した．
　それを踏まえ，社会福祉協議会における地域福祉活動評価枠組みとして，「過程（process）」「結果（output）」
及び「成果（outcome）」の関係に基づき検討を加えた．そして，これらを総合的に評価していくために，
量的及び質的評価を加味しながら地域福祉活動評価の枠組みを提示した．
　しかし，この枠組みはあくまで仮説の域を出ず，今後の実証的実践及び研究が必要である．仮説検討に
向けて，具体的な評価指標である要素，レベルの設定並びに評価指標の妥当性を確保していくことを課題
として提示している．
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　そのような隔たりを少しでも解消し，本来の意味での
「住民主体」を活動原則とする社協の地域福祉活動を展
開していくためには，第１に，社協職員（コミュニティ
ワーカー）としての専門性を高めていくことが必要にな
ると筆者は考えている．しかしながら，社協ワーカーの
専門性については，従来から個々の力量に委ねられてお
り，コミュニティワーク方法論として共有された指標と
いわれるものは存在しない．ゆえに，力量の高いワー
カーが異動または退職した後，社協の地域福祉活動が後
退していくこともある．蓄積された実践が共有されてい
ないという現状は大きな課題である．
　第２に，社協ワーカーの介入の結果，「地域の福祉
力」がどのように向上・強化したのかを測る指標という
ものも存在しない．つまり，「地域の福祉力」を測る指
標が共有化されていないのである．
　第３に，「地域の福祉力」を測定する指標が共有化さ
れていない結果，社協の地域福祉活動の成果を住民や専
門職，関係機関等へ説明・公表できるだけの根拠をもつ
指標が存在しないのである．
　筆者は，これらの３つの課題を改善していくひとつの
視点として「評価」に着目している．なぜなら，WHO
（2000）が評価を「ある活動の特徴とその効果の系統的
な調査及び査定であり，その活動の改善や効果に関心が
ある人々が利用できる情報を作り出すことを目的として
いる．」３と定義しているように，評価活動を行い，定
着させていくことで上記の３つの課題が改善され，社協
ワーカーによる地域福祉活動の専門性が高まり，その成
果として地域が「福祉コミュニティ」として発展するの
ではないかと考えたからである．
　そこで本研究では，まず第１章において非営利組織
（以下，「NPO」という．）について概念整理を行
い，社協組織がNPOのなかでどのように位置づけられ
ているのか，社協の特性を明らかにしたい．あわせて，
社協が行う地域福祉活動の意義について考察してみる．
第２章では，NPOの評価における概念整理を行うとと
もに，NPO評価の特徴である社会的使命（ミッショ
ン）に着目し，先行研究をおさえていきたい．第３章で
は，社協地域福祉活動評価を行う際の視点について，社
協の社会的使命を明らかにしつつ，地域福祉活動評価を
行う意義について考えていきたい．それらを踏まえなが
ら，第４章では社協地域福祉活動評価における枠組みを
提示してみる．なお，本研究はあくまで社協地域福祉活
動を評価していくための枠組みの提示を目的としてお
り，その枠組みをもとに具体的な評価指標の作成までは
言及できていない点について予めお断りしておきたい．
第１章．NPOと社協の位置づけ
１．NPOの概要
　NPOの定義について，ジョンズ・ホプキンス大学教
授のレスター・M・サラモン（Lester M. Salamon）
（1996）は，NPOについて各国で概念の混乱がある
とし，同大学の非営利セクター国際比較プロジェクト
（1990年）において，本質的に共通の枠組みと手法を用
い，12カ国を対象に民間非営利セクターあるいはボラン
タリーセクターの主要な特徴を類型化した．そして，非
営利セクターの共通する定義として，①正式に組織して
あること，②民間であること，③利益配分をしないこ
と，④自己統治，⑤自発的であること，⑥非宗教的であ
ること，⑦非政治的であること，の７つをあげた４．
　また，本間正明を座長とする大阪府民間非営利活動促
進懇話会（1999）は，「NPO活動活性化に向けての提
言」において，NPOを「非営利かつ公共的利益の領域に
おいて，社会的課題を解決することを目的とし，組織的
には，ボランタリーな力（ボランティア，寄附）を運営
の基本に備えた継続性のある組織体」と定義している５．
　では，NPOの範囲とはどこまでの団体が含まれるの
であろうか．早瀬昇（2004）は，NPOの範囲として次
のように分類し整理している（図１）６．ここでは，早
瀬の分類に依拠しながら，NPOの範囲の定義を行って
みたい．
図１　NPOの範囲
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①広義及び狭義のNPO
　早瀬は，NPOの範囲について，最広義，広義，狭
義，最狭義の４つに整理している．
　最狭義のNPOとして，特定非営利活動法人を位置づ
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け，最広義のNPOは，生活協同組合，労働組合，趣味
の会等を含むNPOであるとしている．
　市区町村社協の約99.1％（2007年10月現在）が社会福
祉法人格を有している現状から考えると，社協は広義の
NPOに属していることとなる．
②行政管理の強弱による比較
　次に，NPOの範囲と併せて，早瀬は行政管理度の強
弱についてNPOの整理を行っている．行政管理度の強
いNPOとして社会福祉法人を含む，特殊法人，学校法
人，財団法人，社団法人をあげている．一方，行政か
ら独立度の高いNPOとして，政党，宗教法人，医療法
人，ボランティア団体，地縁団体（一部），特定非営利
組織をあげている．このような整理から，社協は行政管
理度が高い団体であるといえる．
　以上をまとめると，社協という組織は，①広義の
NPOに属しており，②行政管理度が高いNPOであると
いえる．
２．社協組織の特質
　社協は，歴史的変遷からみれば，もともとは福祉関
係者の「協議体」として発足し，その後，1960年代に地
域における生活課題改善のための「運動体」を経て，
1980年代以降は在宅福祉事業の「事業体」として組織拡
大をしたという多面的機能を有している．また，民間団
体でありながら行政関与の強い官制団体としての性格も
みられる．そのようなこともあり，地域住民から社協は
分かりづらい組織であるというのが実情であろう．そこ
で，社会福祉法第109条をもとに社協組織の特徴につい
て整理してみたい．
①　社協は行政単位に必ずひとつずつ設置されている，
ということがあげられる．つまり，全国社協，都道府
県社協，市区町村社協が行政単位ごとに必ず設置され
ている．
②　自治体同様に，各々独立した団体であるが，ネット
ワーク組織として結ばれている．
③　社協は社会福祉法に位置づけられた民間団体である
が，公共性の高い民間団体である．この点について，
元全社協事務局長の和田敏明（2008）７や井村圭壯
（2006）８は社協の定義のなかで「公共性」を明記し
ている．
④　「地域福祉の推進を図る団体」として位置づけられ
ているという意味は，社協が特定の福祉問題の解決だ
けを目的としていないということである．地域のなか
での解決しなければならない福祉問題を見出し，解決
方法を検討し，関係団体・住民の参加を促しながら取
り組んでいくのである．
⑤　「その区域内における社会福祉を目的とする事業を
経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加
をする」とあるのは，社協が幅広く社会福祉関係者の
参加を得る組織であることを示している．
⑥　組織の構成を規定するものとして，「その自治体内
の社会福祉事業または更生保護事業を経営するものの
過半数が参加する」とあるのは，ここでは社会福祉法
で規定されている事業を指し，過半数とすることによ
り，同一地域内に複数の社協が設置されることを許さ
ない規定となっているのである．
　上記を踏まえつつ，社協の特質として３つの特質をあ
げる．
　第１に「社協は社会福祉法に基づき市町村に必ず１つ
設置されており，非常に公共性の高い福祉団体である」
ということがあげられる（「公共性」の特質）．
　第２に，「特定の福祉問題だけの解決だけを目的とし
ない」ということである．社協は当該市町村の地域での
福祉問題への解決が求められるのであり，その福祉問題
については非常に範囲が広く，多岐にわたるのである
（「多様性」の特質）．
　第３に，「その区域内における社会福祉を目的とする
事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が
参加する」ということである．それは，社協の地域福祉
活動は，福祉事業者や地域住民の参加を得ながら展開し
ていくということである（「参加」の特質）．
　しかし，その特質が社協活動をわからなくさせている
大きな課題でもあるのである．第１の「公共性」の特質
は，社協が市役所（町村役場）のひとつの部署であると
思わせている課題であるし，第２の「多様性」の特質
は，住民から社協活動が目に見えなくさせている要因に
もなっている．そして第３の「参加」の特質では，社協
は地域福祉活動への参加の過程から住民の意識変革を促
し，福祉主体力を高めることを重点にしているため，ど
うしても短期的に劇的な変化は望めないのである．つま
り，時間をかけながら徐々に地域の福祉力を高めていく
活動を展開していくことが社協の宿命ともいえるのであ
る．
３．地域福祉活動の意義　－その役割と課題－
　社会福祉法第109条において，社協を「地域福祉の推
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進を図ることを目的とする団体」と規定しているよう
に，地域福祉の推進という目的に対する具体的な活動が
「地域福祉活動」であろう．
　地域福祉について大橋謙策（1995）は，「自立生活が
困難な個人や家族が地域において自立することであり，
そのために必要な物理的，精神的環境醸成を図るため，
社会資源の活用，社会福祉制度の確立，福祉教育の展開
を総合的に行う活動である」９と定義している．
　地域福祉活動の必要性については，大澤隆（2000）
が「地域社会において福祉利用者の人間らしい生活の
場（生活の質）を確保し，高めようとする，いわば，
ノーマライゼーションの実現のために必要な方策であり
地域活動である」10と述べている．つまり地域福祉活動
が目指すものとは，地域で生活する福祉ニードを持つ個
人，いわゆる当事者に対する介入だけではなく，地域で
の活動の過程を通じて地域住民の意識を変革していく，
そして，地域住民の総体としてのコミュニティそのもの
に揺さぶりをかけて変革していくことである．ここでの
コミュニティとは，「地域住民が地域で暮らす自分と異
なった他人の存在を承認したうえで，その他人とともに
生きるために協働して実現すべき問題（重荷）を共に担
い合う活動」11としてのコミュニティづくりである．こ
れらのことは，自然に形成されていくものではなく，地
域で暮らす当事者と地域住民との「関係」のなかで徐々
に作り上げていくものである．
　では，地域福祉活動を展開していく上で，社協が果
たすべき役割や課題とは何なのであろうか．鈴木五郎
（2003）は，地域福祉活動の原則として，①ニーズ即応
の原則，②地域主体の原則，③組織化の原則，④協働活
動の原則，⑤公私分担・公私協働の原則，⑥社会資源活
用の原則，⑦社会資源開発の原則の７つをあげている12．
　上記の活動原則に基づいて展開される地域福祉活動に
ついて，野口定久（2000）は「地域社会の従来の縦割的
な組織体制を横断的な組織体制に変えていこうという働
きであり，行政機関や各種専門家によって提供される
サービスを地域レベル，生活者レベルで再編成，統合化
していこうとする『営み』にほかならない」と述べて
いる13．まさに「タテからヨコ」へ繋いでいく活動であ
り，そのためにはネットワークの構築が必要になってく
る．
　沢田清方（1991）は，地域福祉活動を行う具体的な意
味について，①地域の福祉ニーズの解決に向け，可能な
実践活動を行う「問題解決機能」，②実践活動を通じ
て，住民が理念形成を図る「福祉教育機能」（意識変革
のプロセス），③ケアシステム形成のための試行的機
能，④地域統合化の機能，⑤現行の社会福祉施策の改善
や，新たな社会資源の創設を求め，自治体行政などに民
意の反映を目指す「ソーシャルな力」としての機能，の
５点をあげている14．
　以上を踏まえると，地域福祉活動は，単に地域の対象
者の福祉ニードを解決・充足させるだけに留まるのでは
なく，活動者にとっても，地域福祉の担い手として形成
されていく場，いわゆる「地域福祉の主体形成」の場と
もいえよう．つまり，社協が展開する地域福祉活動の役
割としては，以下のものが考えられる．
①　在宅福祉サービスを軸に，個別支援としての住民と
の相談機能を充実させる役割
②　相談活動を通じ個人が抱える福祉的ニードを発見す
る役割
③　個人の福祉ニードを地域での福祉ニードとして捉
え，その解決のため地域へ働きかける役割
④　地域を基盤とした福祉教育活動や地域住民によるボ
ランティア活動等を通じて，福祉コミュニティづくり
をすすめる役割
⑤　上記を総合的に展開していくための地域における福
祉ネットワーク形成の役割
第２章．NPOの評価
１．NPO評価の概要
　まず，社協を含むNPOにとっての評価の枠組みに関
する評価の全体像を概観するために，評価の体系につい
て示してみたい．
　「Accountability and Effectiveness Evaluation in 
Non-Profit-Organization」によれば，NPOに関する評
価は，評価範囲（Scope），評価対象（Focus），評価
方法（Method）により体系化されている（図２）．
具体的には，「評価範囲」については事前評価，プロ
セス評価，事後評価が，「評価対象」には事業評価
（program），組織評価（agency），システム評価
（system）が，「評価方法」については，フォーマ
ル，インフォーマルと類型化される．評価活動について
は，「何を目的に」「何を明らかにする」「誰のため
に」評価を行うか等をあらかじめ明確にしながら適切な
評価方法を選択していくことが重要である．
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　しかし，その一方でNPOの評価は困難であるという
主張も多い．例えば，カンターとサマーズ（Kanter and 
Summers）（2002）は，NPOの評価は重要としつつも
現実的に困難であるという理由を次の６つに整理してい
る15．
①サービスはもともと業績の測定が困難なうえに，顧
客からのチェックも甘い．
　②市場や資本家のチェックが働かないために組織の目
標や意図する成果が曖昧となる．
　③測定しにくいアウトプット（サービス）より，測定
しやすいインプット（投入資金・資源）に目が奪わ
れがちである．
　④以上の結果，政治的策略や有力寄付者といった資源
獲得に関心が向き，受益者のニーズからかけ離れる
可能性がある．
　⑤組織内の専門化が価値基準を歪め，組織の目標を曖
昧にする場合がある．
　⑥非営利活動というだけで価値があるものとみなし，
成果をあげようとしない．
２．NPO評価の特徴－社会的使命（ミッション）に着
目して－
　ドラッカー（Drucker,P.）がその著書『非営利組織
の経営』でまず強調しているのは，「使命（ミッショ
ン）」の重要性である．使命を適切に設定すること，具
体的に行動に結び付くように設定することが非営利組織
のマネジメントの第一歩であるとしている．
　営利企業は，財務諸表である決算書に成果として表す
ことができるが，NPOの場合その成果を表す指標がな
い．もちろん，NPOにおいても事業を行えば決算書等
の財務データは作成されるが，決算書に表わされる剰余
金等は付随的な成果であり，それが主たる成果ではない
ことは明白である．
　ミッションとは，一般に使命あるいは社会的使命と訳
され，NPOが行う活動の目的のことをいう．藤井敦史
（1999）によると「ミッションとは組織成員自信の価値観
や理念と結びつき成員のアイデンティテイにまで深くコ
ミットした目標であり，かつ具体的な組織目標の前提とな
るビジョンとみなすことができる」と定義している16．
　NPOが存続し活動を継続して行うためには，その組
織がどれだけ活動目標を達成したのか，すなわちミッ
ションの達成について評価することが必要であり，資源
提供者にとってその情報を提供していくことが重要な役
割となっているのである．
　では，NPOのミッション達成への評価についての先
行研究を概観してみる．アンソニーとヤング（Anthony 
and Young）（2003）は，評価の視点についてインプッ
トとアウトプットに関する情報を取り上げている．イ
ンプットは，目的のために使用される資源の量を測定
し，コストの視点から測定されるとしている．また，
アウトプットについては，多くの非営利組織は量的測
定をあまり行うことができず，質的測定はより困難で
あるとしながらも，非営利組織が活動している以上，
アウトプットが存在するはずであるとしている17．そし
て，アウトプットの測定について，その目的によって①
社会的指標（social indicators），結果の測定（results 
measures），プロセスの測定（process measures）の
３つに分類されるとしている18．
　また，カットとマレー（Cutt and Murray）（2000）
はミッションの達成の測定，評価の報告の基礎はアカ
ウンタビリティであるとし，ヒューマンサービスにおけ
るNPOのミッションの達成についてロジックモデルを
提唱している．そして，インプット，プロセス，アウト
プット，アウトカムの４つをあげている．インプットは
NPOの活動のための資源の投入を指し，プロセスは，
インプットとアウトプットをつなぐものであり，どのよ
うな活動を行っているのかを示すものである．アウト
プットは活動の産出であり，アウトカムについてはどの
ような影響をサービス利用者に与えたのかを表すとして
いる19．
　上記を踏まえると，NPOのミッション達成に関して
の視点として，①インプット，②アウトプット，③アウ
トカム，そして，①と②・③をつなぐ④プロセスがあげ
図２　NPOに関する評価の体系
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られる（図３）．ただし，インプットは活動において投
入された資源であり，ここでは評価の視点には含めない
ものとする．
第３章．社協地域福祉活動評価における視点
１．社協地域福祉活動における社会的使命と成果とは何か
　前述のとおり，NPOの成果を語るときにドラッカー
の指摘は示唆に富んだものである．ドラッカーは，
NPOの評価手法として成果重視のマネジメントとそれ
を診断するための自己評価手法を提案した20．その中で
「使命（ミッション）」と「成果（アウトカム）」の関
係について，「非営利組織が自らの成果を定義するため
には使命に戻らなければならない」と述べている21．つ
まり，「使命」と「成果」との関係は表裏一体であり，
NPOの使命を絶えず意識して，活動の「成果」を定義
することが重要なのである．
　では，社協の使命とは何であろうか．「市区町村社協
経営指針（改訂）」（2005）によると，市区町村社協の
使命として「地域福祉を推進する団体として，誰もが安
心して暮らすことのできる福祉のまちづくりを推進する
ことを使命とする」となっている．もちろんこの使命は
全国のすべての市区町村社協にトップダウンで踏襲され
ているものではないが，使命を考えるうえで，ひとつの
目安となるであろう．
　次に，その「使命」をもとに社協活動の「成果」を考
えたい．成果とはいわゆるアウトカムのことである．そ
れは活動を行った結果ではなく，その結果をもって対象
者や地域社会に変化をもたらすことである．
　上記を踏まえると，社協の「成果」とはやはり「福祉
コミュニティ」の形成といえるのではないだろうか．
２．福祉コミュニティとは
　「福祉コミュニティ」について，日本で最初にその
用語を用いた岡村重夫は，地域福祉の概念を構成する１
つに「福祉組織化」を位置づけ，その目的とするのが
「福祉コミュニティ」づくりであるとし，コミュニティ
の中に「社会的不利条件をもつ少数者の特殊条件に関心
をもち，これらのひとびとを中心として同一性の感情を
もって結ばれる下位集団が福祉コミュニティである」22
と定義している．
　岡村は，福祉コミュニティの機能を①住民参加と対象
者参加，②対象者ニーズの把握と情報の提供，③地域福
祉計画への参加・参画，④住民相互のコミュニケーショ
ンの促進，⑤福祉サービスの新設・運営，と規定してい
る．岡村の福祉コミュニティ論の特徴は，一般地域コ
ミュニティの下位概念として福祉コミュニティを位置づ
けたことである．
　一方，社会学的アプローチから，福祉コミュニティを
論じたのが，奥田道大や越智昇ら都市社会学者である，
奥田は「コミュニティの定義と福祉コミュニティの定
義は相互交代的である」23とし，また越智は「コミュニ
ティは，そもそも本質的に福祉コミュニティになるこ
とを求めており，単なるコミュニティの形の１つでは
ない」24と述べている．この社会学的アプローチでは，
「福祉コミュニティ」を，福祉活動を行うための機能的
コミュニティと規定するのではなく，本来的なコミュニ
ティの姿の中に福祉コミュニティの機能が含まれている
としているところに特徴がある．
　このように，「福祉コミュニティ」の概念は，多様で
あり現時点で一義的な規定をみることはできないもの
の，「福祉」と「コミュニティ」の両者を結びつけるこ
とにより，人々の生活と共生を支える新たな共同性を培
い，福祉やコミュニティの形成を図ろうとする共通性を
指摘できるだろう．
　稲葉一洋（2003）は「福祉コミュニティ」の構成要素
として，「福祉」「コミュニティ」を前提に，そして
人々のつながりを地域の福祉力を高めていくような住民
の参加や関与を意味している「住民参加」の３つをあげ
ている25．
　これらを踏まえると，社協の使命が「福祉コミュニ
ティ」の形成にあり，それを具体的に進めていく活動が
社協の地域福祉活動であるといえる．そして，そこにこ
そ，①公共性，②多様性，③参加の特質をもつ社協の存
在理由ではないだろうか．
３．社協地域福祉活動評価を行うことの意義
　社協の地域福祉活動を評価する意義について筆者は４
点あると考える．第１に福祉サービスの利用者（当事
者）に対する説明責任，第２にボランティア活動者等の
図３　NPOにおけるミッション達成の視点
- 10 - 
����������������������������������������
����������������������������������������
���������������������������������� 18F19�
���������������������������������������
����������������������������������������
�����������������������������������������
����������
� � �������������������
�
���������������������������
� ����������������������������������������
����������������������������������������
����������� 19F20�����������������������������
����������������������������������������
�������� 2 0F21���������������������������NPO��
���������������������������������
� ����������������������������������2005����
����������������������������������������
����������������������������������������
����������������������������������������
������������������������
� ���������������������������������������
����������������������������������������
���������������
� ���������������������������������������
���������
143
社会福祉協議会における地域福祉活動評価枠組みの構築について
―非営利組織評価に基づいて― 　　　　　　　
地域福祉活動者への説明責任，第３に社協への財政的支
援者である一般市民（会費・寄付金），財政的支援をし
ている団体・組織（補助金・委託金・寄付金）に対する
説明責任があげられる．最後に社会福祉専門職としての
知識及び技術の発展に寄与する責任があげられる．
　内容については，社協という組織のミッションとは何
なのか，そしてミッションに基づき個別課題を抱えた住
民への介入である在宅福祉サービスを単につなぐだけで
なく，なぜ地域福祉活動へつないでいく必要があるのか
を説明する責任がある．
　併せて，地域福祉活動を展開していく過程を経て，
「福祉コミュニティ」を形成していくことを社協地域福
祉活動の成果として位置づけていること等を説明しなけ
ればならないだろう．そして，社協ワーカーが関わるこ
とで，その地域がどのように変化していったのかを明確
にしていく必要もあるだろう．
第４章．社協地域福祉活動評価への枠組みの提示
１．社協の地域福祉活動の展開
　次に，社協の地域福祉活動はどのように展開していく
のだろうか．下記に基づき説明する（図４）．
①　第１段階：個別援助領域
　まずは，その地域住民の個別的な福祉課題から始まる
（個別援助領域）．ここでは，個別援助の展開が主目的
である．ケアマネジメントを通じて個別的福祉課題を発
見・抽出する．それに基づき，社協（ケース）ワーカー
は個別援助を展開するのである．
　ここで重要なのは，個別的な福祉課題を個別の問題と
して位置づけないことである．つまり，地域で暮らして
いる住民としての福祉課題であるなら，それは地域の福
祉課題につながっていくからである．
②　第２段階：地域福祉活動領域
　この段階では，個別の福祉課題を‘地域の課題’とし
て住民で共有していくことから始まる．そして，地域住
民らがその課題を改善していく具体的な活動を展開して
いくのである．それらの活動はもちろん，地域住民間
で合意の形成を図りながら展開していく．（コミュニ
ティ）ワーカーは地域住民への介入を図りながら，地域
を支援していくのである．
　地域福祉活動の具体的活動としては，①調査・広報活
動，②小地域福祉活動，③福祉教育活動，④ボランティ
ア活動，⑤小地域単位の地域福祉活動計画，⑥他職種・
関係者との連携（ネットワーク），等があげられるだろ
う26．
　この段階で，時間をかけつつ，段階を踏みながら地域
住民の福祉主体力を形成していく支援を社協ワーカーは
図っていく必要がある．ワーカーの専門職としての力量
が問われてくるだろう．
③　第３段階：成果
　第２段階を経て，福祉主体力を形成していった地域住
民により展開されるコミュニティ活動である．この段階
図４　社協地域福祉活動の展開過程
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においていわゆる福祉コミュニティが形成されていく．
　ワーカーの介入はここですべて終結というわけではな
い．潜在的な福祉課題や新たに表出した福祉課題が出て
くるだろう．また，福祉コミュニティをより強化してい
くことも必要になってくるのである．
　このように，社協のワーカーは地域と関係性を保ちな
がら住民の福祉力を蓄積しつつ，適切な介入を行ってい
く必要があるだろうし，その展開において絶えず地域住
民の参加を意識することが重要であろう．そこに，社協
の固有の役割があると筆者は考える．また，PDCAサイ
クルに基づいた地域福祉活動を展開するために，絶えず
ワーカーは活動を振り返りつつ，必要に応じて各段階へ
立ち返ることも重要な点である．
２．社協地域福祉活動評価への枠組みの提示
　ここでは，第２章におけるNPO評価の先行研究を
踏まえ，社協地域福祉活動評価への枠組みとして「過
程（process）」，「結果（output）」そして「成果
（outcome）に分けつつ，量的及び質的評価を組み入れ
ながら，社協の地域福祉活動評価の枠組みを考えてみた
い．
（１）量的評価及び質的評価の視点とは
　社協活動の量を評価するための視点としては，地域福
祉活動へ参加した「人数」，「時間」，それらを行うに
かかった「金額」等が考えられる．これらの量的評価を
示すデータとしては，各種統計資料，監査報告，決算報
告等がある．
　次に，質的評価について考えてみたい．社協の地域福
祉活動を質的に評価していく一定の評価方法は存在しな
い．評価を行う際には，主体者の問題意識，テーマや目
的，課題等に基づき評価を行っていく．質的評価を行う
ためには様々な方法27があり，質的データを得るもっと
も一般的な情報源は，インタビュー調査，観察，対象の
記述，写真・映像，などがあり，これらを分析するにあ
たり，一定の評価の視点と手順に基づき解釈することと
なる．
　質的研究の課題としては，研究者の主観的解釈に対す
る妥当性と研究結果の一般化が常に議論の対象となって
いる．
（２）社協地域福祉活動評価の量的・質的両面からのア
プローチ
　フリック（Flick）（1995）は，質的及び量的アプ
ローチは競合的というよりは，相補的な関係にあること
を指摘している28．特に，人や地域に関わり，多様性の
ある社協地域福祉活動を評価していく際には，この質
的・量的な視点を組み合わせた評価が不可欠になろう．
　そこで，筆者はこれまでの議論の，社協の使命及び社
協活動の成果，そして，評価における量的・質的方法等
をふまえて，下図をもとに社協評価の枠組みについて試
案を示していく（図５）．
図５　社協地域福祉活動の量的・質的評価の枠組み
- 15 - 
�����output��
����output���������������������������������
�����������������������������������������
�����������������������������������������
�����������������������������������������
�����������������������������������������
�����������
���������������������������������������
����������������������������������������
��������
�����outcome��
����outcome��������������������������������
�����������������������������������������
������������������������������������������
�������������
� ����������������������������������������
��������������������������������
�
145
社会福祉協議会における地域福祉活動評価枠組みの構築について
―非営利組織評価に基づいて― 　　　　　　　
①「過程（process）」
　「過程（process）」には，社協地域福祉活動の展開
過程（図４）における，個別援助領域（ケアマネジメン
ト）及び地域福祉活動領域（コミュニティワーク）が該
当する．つまり，社協におけるワーカーの活動（介入）
そのものである．
　「過程」での評価を行う際には，そのワーカー活動
（介入）を示す評価指標を構築する必要があり，この指
標に基づく介入と質的評価である事例検討法を組み合わ
せた評価を行っていくことが重要である．
②「結果（output）」
　「結果（output）」には，「人数」「時間」及び「金
額」に関する数値が該当する．ここでの数値である，
「人数」とは，地域福祉活動に関する実・述べ参加者
数，ボランティア活動団体・人数，人材育成事業に関す
る受講者数等があげられる．「時間」とは，地域福祉活
動の関わった時間，回数，ボランティア活動への時間
数，等があげられる．「金額」とは，社協の地域福祉活
動に必要とした経費（予算・決算），またその内訳（補
助金・委託金，会費，寄付金等）である．
　これらの数値を示す資料としては，行政による指導監
査や，社協の法人監査，理事会，評議員資料等における
決算及び事業の報告書や，広報誌・ホームページ等で公
表している情報が該当する．
③「成果（outcome）」
　「成果（outcome）」には，「過程」や「結果」から
生まれたものであり，社協の地域福祉活動においては，
「福祉コミュニティ」の構築であり，地域そのものの変
化（「地域の福祉力」）である．後述するが，「成果」
での評価を行う際には，「地域の福祉力」を示す評価指
標を構築する必要がある．
　このように，社協の地域福祉活動を「過程」「結果」
「成果」で断面的に評価するのではなく，複合的に評価
していく枠組みを構築していくことが必要である．
おわりに
　本稿では，NPO評価の特徴であるミッション達成に
着目し，その先行研究を踏まえながら，社協地域福祉
活動評価の枠組みとして，「過程（process）」「結果
（output）」及び「成果（outcome）」の関係に基づ
き，これらを総合的に評価していくために，量的及び質
的評価の視点を加味しながら地域福祉活動評価の枠組み
を提示した．
　しかし，この枠組みはあくまで仮説の域を出ず，今後
の実証的実践及び研究が必要である．そのためには，具
体的な評価指標である要素及びレベルの設定を行わなけ
ればならない．また，設定した指標の妥当性の確保もま
た大きな課題になるだろう．それらは今後の研究に生か
していきたく思う．
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